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ロシアがウクライナを侵攻してくれると、あるいは侵攻しそうな様⼦を⾒せ
てくれると、アメリカにはいくつものメリットがある。⽶軍のアフガン撤退
の際に失った信⽤を取り戻すと同時に、アメリカ軍事産業を潤すだけでな
く、欧州向けの液化天然ガス輸出量を増加させアメリカ経済を潤して、秋の
中間選挙に有利となる。 

2⽉ 25⽇のコラム＜バイデンに利⽤され捨てられたウクライナの悲痛＞に
書いたように、バイデンが昨年 12⽉ 7⽇のプーチンとの電話会談後に、⽶
軍をウクライナ国内に派遣してロシアの軍事侵攻を阻むことについて、「検
討していない」と否定的な考えを⽰したのだが、まさか実際にその通りにす
るとは思っていなかったために、「ロシア軍が軍事侵攻するか否か」に関し
て筆者は推測を誤ってしまった。 
その過ちに基づいた分析を、そのまま放置して発信し続けるのは適切ではな
いと判断したので、間違った部分だけを削除して本筋には影響しないよう修
正を加えた考察を以下に⽰したい。 

 

◆アフガン撤退で失った NATO からの信⽤を取り戻す 

昨年８⽉のアフガンにおける⽶軍撤退の仕⽅が、あまりにお粗末であったた
めに、アフガン占拠と統治に 20年にわたり協⼒してきた NATOは、まるで
梯⼦を外されたように⼾惑い、アメリカの信⽤は地に落ちた。 

トランプ元⼤統領から政権を奪取し、「アメリカは戻ってきた︕」と叫ん
で、国際社会への復帰を次々と謳ったバイデン⼤統領は、アフガンにおける
⽶軍撤退によりトランプ政権時代よりもさらに⼀歩後退して国際社会の信⽤
を失ってしまった。 



そこで 9⽉ 20⽇、バイデンはウクライナを含めた 15ヵ国の多国籍軍による
⼤規模軍事演習をし、10⽉ 23⽇になると、バイデンはウクライナに 180基
の対戦⾞ミサイルシステム（シャベリン）を配備した。 

これに対してロシアのプーチン⼤統領は 10⽉末から 11⽉初旬にかけて、ウ
クライナとの国境周辺に 10万⼈ほどのロシア軍を集めてウクライナを囲む
陣地配置に動いた（ウクライナのゼレンスキー⼤統領の発表）。 

12⽉ 7⽇になると、バイデンは強引にプーチンとの会談を持ち掛け、会談
後に、⽶軍をウクライナ国内に派遣してロシアの軍事侵攻を阻むことについ
て、「検討していない」と否定的な考えを⽰した。 

これは「プーチンがウクライナに軍事侵攻しても阻⽌しないというシグナル
を発した」ことになり、プーチンの軍事侵攻を可能な⽅向に持っていったと
位置付けることができる。 

 

◆アメリカは液化天然ガス（LNG）輸出を増やし、ロシアに勝ちたい 

欧州のエネルギーの多くはロシアの天然ガスに頼っている。 

欧州委員会のウェブサイトにある
QuarterlyReportEnergyonEuropeanGasMarkets（欧州のガス市場に関する四
半期エネルギー報告）（以下、「エネルギー報告」）によれば、2018年か
ら 2021年までに欧州における天然ガスの輸⼊先は以下（「エネルギー報
告」の中で Figure９）のようになっている。 

 



 

ヨーロッパは必要量のおよそ３分の１ほどを、ロシアからのパイプラインを
通して輸⼊している。 

ここにアメリカがないのは、この Figure９で扱っているのはパイプラインを
通した輸⼊で、アメリカは遠いからパイプラインを使うことができず、タン
カーの輸送で LNGを送っている。そのため、国別で⽰した図であるにもか
かわらず、「LNG」という区分がある。 
⾯倒な表⽰をするものだと思うが、欧州委員会のやり⽅なので仕⽅がない。 

 

これに関しては「エネルギー報告」の Figure15を⾒るしかない。 
それを以下に⽰す。 

 

 

これは LNGのみに注⽬した欧州の輸⼊先国の割合である。タンカーの動き
に基づく⼿数料に基づいて計算したデータであるという。ここでもロシア
（紫⾊）が⼊り込んでいるので、Figure９のパイプラインによる輸出量と合
わせると、ロシアの割合はかなり⼤きい。 

世界はクリーンエネルギーを求めて動いているので、炭素排出量の少ない天
然ガスは⼈気の的だ。特に脱原発を掲げるドイツは、早くからロシアと協⼒
してノルドストリーム２の建築を進めていた。 



しかしトランプ元⼤統領はそれを⾯⽩く思わず、親露に傾いていたメルケル
元⾸相とは⽝猿の仲であったことは有名だ。なんとかドイツにノルドストリ
ーム２を思いとどまらせたいのは、バイデンも同じなのである。 

したがって、「ロシアがウクライナに侵攻し、ロシアに制裁を加えなければ
ならない」状態になるのは、バイデンには好都合だ。 

なぜなら、欧州諸国はロシアからパイプラインを通した天然ガスを購⼊せ
ず、アメリカから液化天然ガス（LNG）を購⼊するしかなくなるので、アメ
リカの LNG関係者が潤い、今年秋の中間選挙でバイデン陣営に投票してく
れる選挙⺠が多くなるだろうからだ。 

ロシアがウクライナに軍事侵攻すれば、ウクライナの周辺諸国は⾃⼰防衛の
ためアメリカから武器を買ってくれるので、アメリカの武器商⼈も潤うとい
う計算だ。 
 

◆アメリカの LNG ⽣産能⼒が急増 

事実、2⽉ 8⽇のロイター情報「LNGコラム市場のダイナミクスは地政学的
な推進⼒にシフトしつつある」などいくつかの情報によると、アメリカの
LNG⽣産量が年内に 2割増になりそうで、特に欧州向けに輸出されている
LNGの 1⽉の前年⽐は、なんと 4倍に急増していることがわかった。 

「ロシアがウクライナに侵攻してくる」と⾔っただけで、ここまでの現象が
起きているので、相当に効果を発揮したということが⾔えよう。 

もっとも、2⽉ 4⽇、プーチンは北京を訪れて習近平と会談し、多くの協定
を結んでいる。 
その中の 13条から 15条にかけては、すべてエネルギー問題に関してで、い
ずれも中国がより多くの天然ガスをロシアから購⼊するというものばかり
だ。中国の需要を確保しておけば、⻄側諸国から制裁を受けて輸出量が減っ
たとしても、ロシアとしてはさして困らないというプーチンの計算もあるだ
ろう。 

 



◆ウクライナは NATO に加盟できない 

プーチンのウクライナに対する要求は「NATOに加盟するな」ということに
尽きているが、しかし、そもそも現状ではウクライナは NATOには加盟でき
ない。 

なぜなら NATOの第５条（Article5）には以下の規約があるからだ。 

――締約国は、欧州または北⽶における 1つ以上の締約国に対する
武⼒攻撃を全締約国に対する武⼒攻撃とみなし、その結果、そのよ
うな武⼒攻撃が発⽣した場合は、各締約国が国連憲章第 51条によっ
て認められた個別的または集団的⾃衛権を⾏使して、北⼤⻄洋地域
の安全を回復し維持するために、必要と認められる武⼒⾏使を含む
必要と思われる⾏動を、個別的および他の締約国と共同して直ちに
執ることにより、攻撃を受けた締約国を⽀援することに同意する。 
このような武⼒攻撃およびその結果として講じた措置は全て、直ち
に安全保障理事会に報告しなければならない。 
その措置は、安全保障理事会が、国際的平和と安全の回復と維持に
必要な措置を（別途）講じたときは、直ちに打ち切らなければなら
ない。 

したがってウクライナがロシアと紛争を起こしている場合は、ウクライナは
NATOに加盟する資格はないことにある。 

バイデンはそれを知った上で、ウクライナ憲法に「NATO加盟を努⼒⽬標と
する」ことを書かせる⽅向の政治⼯作をした（その証拠に関しては２⽉２５
⽇のコラム＜バイデンに利⽤され捨てられたウクライナの悲痛＞に詳述し
た）。 

この流れの中でバイデンは、ウクライナのゼレンスキー⼤統領を「あたかも
NATOに加盟できるような⽢い罠」に嵌めていったのである。 

 

もちろんウクライナへの軍事侵攻をしたプーチンは絶対に許されるべきでは
ない。 



しかし、その⽅向に誘導したバイデンの「外交⼯作」に誰も着⽬しなけれ
ば、地球上の⼈々はいつまでも戦争から逃れることは出来ない。 

そのことに⽬を向けてほしいという気持ちから本稿を執筆し、修正も⾏っ
た。 

 

 

 


